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１ 大阪府石油コンビナート等防災計画の進行管理について 

（１）概 要 

大阪府石油コンビナート等防災本部※１（以下、「防災本部」という。）では、「大阪

府石油コンビナート等防災計画（以下、「防災計画」という。）」を着実に推進し実効性

を高めるため、平成２７年度から防災計画の進行管理として、特別防災区域※2内の特

定事業所※3の協力のもと、各事業所における防災・減災対策の進捗状況を把握してと

りまとめ公表している。 

これまで、第１期対策計画（平成 27年度～平成 29年度）、第２期対策計画（平成 30

年度～令和２年度）の取組みを進め、着実に成果をあげていることから、特定事業所と

の意見交換や協議を踏まえ、第３期対策計画（令和３年度～令和５年度）を進めること

とした。 

第３期対策計画では、これまでの重点項目の設定に加え、防災本部が事業所の自主的

な防災・減災対策に関する取組みを事業所間で共有、活用を促す仕組みを整え、区域全

体の防災・減災対策を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1  石油コンビナート等災害防止法（以下「石災法」という。）に基づき設置された大阪府石油コンビ

ナート等防災本部 

※2  石災法に基づき、特定事業所を含み、災害の防止と拡大に特別な措置を講じるとともに、一体と

して防災体制を確立することが必要として政令で指定された区域 

※3  石油類や高圧ガス等を大量に取り扱う事業所で、石災法に基づき取扱量により第一種特定事業所

及び第二種特定事業所に分類される。（府内 48事業所） 

 

（２）特定事業所の状況  

（令和５年４月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

地区名 

種別 
大阪北港 堺泉北 関西空港 合計 

第一種 ２ 11 １ 14 

第二種 12 22 ０ 34 

合 計 14 33 １ 48 

各種事例の報告 

（１） 
（２） 

・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 

（３） 

①重点項目の進行管理 ②事例の共有・活用 

共有・活用 

第３期対策計画期間の防災・減災対策の促進のイメージ 
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（３）第３期対策計画の重点項目の設定  

１）進行管理について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）重点項目について 

 第３期対策計画（令和３年度～令和５年度）の重点項目は、これまでの達成・進捗

状況及び今後必要と考える対策についての特定事業所へのアンケート調査等に基づく

考察を踏まえ、有害な化学物質の漏えいに備えた初動体制の整備や新たな分野として

IoT・AIの利活用などを加え、以下の８項目を重点項目として設定する。 

 とりまとめ・公表方法について、①から⑥の重点項目については、対策を実施した

タンク数や事業所数とし、代替措置を含め、対策の概要を紹介する。 

ただし、⑦近隣事業所等への情報共有の強化、事故時の広報・連絡手段の整備と⑧

プラント保安における IoT・AIの利活用は、先進的や水平展開可能な事例を幅広く収

集、多数の事例を紹介する。 

 

特定事業所 

① 特定事業所は３ヶ年の対策計画書（R3～R5）を立案し、防災本部へ提出 

② 防災本部では、対策計画書のとりまとめ結果を公表 

③ 防災本部では、毎年、特定事業所から提出される実績報告書をとりまとめ、対策の進

捗状況を把握して公表 

第３期 
対策 
計画書 

Ｒ３ 
実績 
報告書 

Ｒ４ 
実績 
報告書 

Ｒ５ 
実績 
報告書 

防災本部 

提出 

Ｒ２年度 

提出 

毎年 

対策計画書の 

とりまとめ 

実績報告書の 

とりまとめ 

公表 

公表 

課題の抽出 

今後の防災対策の

進め方の検討 

国への 

要望 
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重点項目 概要 

① タンク配管への緊急遮断弁の 
設置（許可容量：500kL以上） 

・緊急遮断弁の設置 
・弁閉止の作業手順策定及び訓練実施などの代替措置の確立 

② 重要施設等の浸水対策 
・非常用発電機などの高所移設 
・高所への移動の作業手順策定及び訓練実施などの代替措置の確立 

③ 小規模タンクの漂流対策 
（許可容量：100ｋ L 以上

500kL未満） 

・管理油高（下限値）の見直し 
・強度計算により確認されたタンクのアンカー等での固定 
・タンクの自動注水装置の設置 

④ 有害な化学物質の漏えい等に 
備えた初動体制の整備 

・定置式検知設備や検知管での測定体制の整備 
・初期対応のための保護具の従業員への配付 
・近隣への影響が懸念される場合のマニュアル整備 

⑤ 津波避難計画の見直し 
・常駐する協力会社従業員を含めた避難の規程整備及び訓練実施 
・定期修理等による一時的（１か月以上など）な作業員増加への対応 

⑥ L2（想定最大規模）高潮（地震・
津波を除く）に備えたソフト対策 

・高潮が予想される段階での事前の対策の実施 

⑦ 近隣事業所等への情報共有の強
化、事故時の広報・連絡手段の整備 

・近隣事業所や一般地域との連絡手段（スピーカー、広報車、SNS等
複数の広報手段）を複数確保 

⑧ プラント保安等における IoT・
AIの利活用 

・運転保安・設備保全への IoT・AI等の導入 
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２ 令和４年度分の進捗状況 

（１）重点項目の取組み結果（ハード対策に関係するもの） 

項目 

既設の状況 
R4 中の
増設等 

R4 末 
施設数 R3 末時点 

施設数 

R4 
廃止数 
※１ 

R4 
対策実績 

重点１ 

すべての主要なタンク配管への緊急遮

断弁の設置〔許可容量：500kL 以上〕 
103 ▲5 9  107 

代替措置（一部は弁を設置） 36 0 2  38 

一部は弁を設置、残りは未対策 19 0 ▲2  17 

代替措置（弁は未設置） 167 ▲4 ▲8  155 

未対策 4 0 ▲1  3 

合計 329 ▲9 0  320 

重点２ 

重要施設等の浸水しない場所への移設 86 0 4  90 

止水壁の設置等代替措置 69 ▲14 5  60 

未対策 69 0 ▲9  60 

合計 224 ▲14 0  210 

重点３ 

管理油高見直し 103 0 13  116 

防油堤（津波耐力有）設置 6 0 0  6 

代替措置 タンク注水 28 0 10 ▲6※２ 32 

 内容物の移送 6 0 0  6 

 アンカー等による固定 8 0 0  8 

未対策 101 0 ▲23 6※２ 84 

合計 252 0 0 0 252 

※１ 令和４年度中に、第一種事業所１、第二種事業所１が事業所を廃止。 

 ※２ 過年度報告の修正があったため。 

 

〇重点１ 令和４年度中に９基のタンクが廃止された。 

「未対策」のタンク１基、「弁は未設置・代替措置」のタンク６基、「一部は弁

を設置残りは未対策」のタンク２基で、「すべての主要な配管へ緊急遮断弁を設

置」へと対策が進んだ。また、「弁は未設置・代替措置」のタンク２基で一部の

弁設置が進み「代替設置（一部は弁を設置）」へと対策が進んだ。 

 

〇重点２ 令和４年度中に 14基の施設が廃止された。 

「未対策」だった４施設が移設されたほか、５施設において「変電設備の嵩上

げ工事」、「消火ポンプの移設」、「配電室への止水壁設置」、「ガス供給設備を緊

急遮断する設備の設置」、「新設 LPG タンクの移設」の代替措置が実施された。 

      

〇重点３ 「未対策」のタンク 13基で「管理油高の見直し」、10基で「タンク注水によ

る代替措置」が実施された。 
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（２）重点項目の取組み結果（ソフト対策に関係するもの） 

※令和４年度中に、第一種事業所１、第二種事業所１が事業所を廃止。 

〇重点４ １事業所で通報・連絡マニュアルが整備された。また、２事業所で測定体制の

整備が進んだ。※対象物質のない５事業所をリスク評価実施、「漏えいリスク

なし」とした事業所数にそれぞれ計上。未整備数は０となった。 

〇重点５ ２事業所で、従業員・協力会社員・来客者等を含めた全社総合防災訓練が実施

され、一部見直し済から見直し済となった。また２事業所で見直しが行われ

た。未対策は０となった。 

〇重点６ 未実施だった４事業所で、ＳＮＳなどを利用した訓練の実施、台風接近時の

製造停止及び工場閉鎖、衛星可搬端末設置、潮位モニタ確認等の対応により

一定策定済となった。同じく未実施だった１事業所でＢＣＰマニュアルが改

訂され実施済となった。 

 
（３）令和４年度の取組状況の評価 

１）ハード対策（重点項目１から重点項目３） 

   すべての主要な配管への緊急遮断弁を設置したタンクの増加、重要施設の移設や止

水壁の設置、嵩上げ工事、小規模タンクの管理油高の見直しなどの対策が進められ、

概ね計画どおりに対策が進められている。 

 

２）ソフト対策（重点項目４から重点項目６） 

   有害な化学物質の漏えい等に備えた初動体制が整備された。また、協力会社等も含

めた津波避難計画の見直しは未対策数がゼロとなった。L2高潮又は大型台風の高潮

に備えたソフト対策が進められ、概ね計画どおりに対策が進められている。 

項目 

既設の状況  

R4 中の

増設等 

R4 末 

施設数 R3 末時点 
施設数 

R4 
廃止数 

※ 

R4 
対策実績 

重点４ 

リスク評価実施 44 ▲2 6  48 

「漏えいリスクなし」とした事業所数 6 0 5  11 

保護具整備 46 ▲2 0  44 

通報・連絡マニュアル整備 41 ▲2 1  40 

測定体制の整備 23 ▲2 2  23 

未整備 4 0 ▲4  0 

重点５ 

見直し済 32 ▲2 2  32 

一部見直し済 16 0 0  16 

未対策 2 0 ▲2  0 

合計 50 ▲2   48 

重点６ 

L2 高潮を想定したソフト対策実施済 13 0 1  14 

大型台風の高潮に備えたソフト対策実施

済（一定策定済） 
27 ▲1 4 

 
30 

未実施 10 ▲1 ▲5  4 

合計 50 ▲2   48 
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（参考１）第１期、第２期、第３期対策計画との関係 

 第１期対策計画（平成 27年度から平成 29年度）では、浮き屋根式や準特定タンク（容

量 500kL以上 1000kL未満の屋外タンク貯蔵所）の耐震化、タンク配管への緊急遮断弁の設

置を中心としたハード対策に取り組み、地震や津波による危険物の溢流（いつりゅう）や

流出が相当抑制されるなどの成果があった。（危険物流出量の抑制については、「（参考４）

タンクからの危険物の流出に関する災害想定の見直し」を参照） 

第２期対策計画（平成 30年度から令和２年度）では、ハード対策に加え、防災関連項目

の BCP 策定・見直し等のソフト対策によるリスク低減に取り組み、地域における防災・減

災対策が着実に進捗した。 

 第３期対策計画（令和３年度から令和５年度）では、これまでの対策の達成・進捗状況

や特定事業所へのアンケート調査等に基づく考察を踏まえ、ハード対策及びソフト対策を

実施し、また新たなソフト対策として、有害な化学物質の漏えいに備えた初動体制の整備

や IoT・AIの活用を重点項目として設定する。 

 なお、「安全に係る企業活動の再点検」などは、第２期対策計画までに取組みが進み、

今後も一定の成果が見込めるため重点項目としないが、引き続き、特定事業所から取組み

の提供を受け、事業所間での事例の共有・活用を促進する。 

 

第 1期対策計画から第３期対策計画の重点項目の関係 

 対策項目 第１期 第２期 第３期 

ハ
�
ド
対
策 

浮き屋根式タンクの耐震化 達成 継続なし  

準特定タンクの耐震化 達成 継続なし  

球形高圧ガスタンクの鋼管ブレースの耐震化 達成 継続なし  

タンク配管への緊急遮断弁の設置（許可容量：
500kL以上） 

引続き
取組む 

引続き 
取組む 

継続 

重要施設等の浸水対策 
 引続き 

取組む 
継続 

建物の地震・津波対策 
 一定の 

成果あり 
事例の 
共有・活用 

ソ
フ
ト
対
策 

管理油高（下限値）の見直し 
（許可容量：500kL以上） 

達成 継続なし  

小規模タンクの漂流対策（許可容量：100～
500kL） 

  
新規 

有害な化学物質の漏えいに備えた初動体制の整備   新規 

津波避難計画の見直し（第３期：協力会社や一時的
な作業員増の考慮 

引続き
取組む 

引続き 
取組む 

継続 

安全に係る企業活動の再点検 
 一定の 

成果あり) 
事例の 
共有・活用 

BCPの策定・見直し（防災関連項目）  
一定の 
成果あり 

事例の 
共有・活用 

L2（想定最大規模）の高潮（地震・津波を除く）
に備えたソフト対策 

  
新規 

近隣事業所間の情報共有の強化（第３期：事故時の
広報・連絡手段の整備） 

 引続き 
取組む 

継続 

プラント保安における IoT・AIの利活用 
  

新規 
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（参考２）第３期対策計画の重点項目 

 

①タンク配管への緊急遮断弁の設置（許可容量：500kL以上） 

 

取組みの概要 

○許可容量が 500kL 以上 10,000kL 未満の危険物タンクについて、緊急遮断弁

を設置し、地震によって配管が破損してもタンクから危険物が流出しないように

する。 

 

○緊急遮断弁の設置以外の方法により、地震によって配管が破損してもタンクから

危険物が流出しないようにする。 

 

対策例 

○緊急遮断弁※を全部（一部）の配管に設置する。 

 タンクに接続する主要な配管等を対象とし（参考「緊急遮断弁設置に係る評価の

考え方」を参照）、以下に分類 

①すべての配管に設置、②一部の配管に設置（残りは代替措置）、 

③一部の配管に設置（残りは未対策）、④未設置（すべて代替措置）、⑤未対策 

 

 

 

 

○緊急遮断弁を設置する以外の対策 

・地震時に手動等の方法により弁を閉止する。この場合、弁を閉止するための 作

業手順を定め、それを確認するため訓練を年１回以上実施するとともに、必要に

応じて作業手順の見直しを行う。 

  

※緊急遮断弁：地震などの緊急時に遠隔操作、または、自動的に弁を閉止すること

により、配管の破損などによる危険物の漏えいを防ぐための弁 

 

 

 

 

とりまとめ・公表方法 

評価指標：上記①～⑤の分類ごとにあてはまるタンク基数 

     また危険物の流出削減量の把握に努める。 

※ 対策の概要を紹介する 

 

緊急遮断弁 

代替措置も含めて当面は取り組んでいくこととしつつ、すべての配管への

設置が安全上確実性の高い対策であることを認識し、最終的な目標として 

取組みの促進を図っていく。 
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② 重要施設等の浸水対策 

 

取組みの概要 

○防災上重要な施設等（通信設備、非常用発電機、自衛消防車両など）を浸水

しない場所に移設する。 

 

○移設以外の方法により、防災上重要な施設等を浸水しないようにする。 

 

 

対策例 

○防災上重要な施設等を浸水のおそれのない階に移設、または、架台を設ける

ことで浸水しないようにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○移設以外の対策 

・防災上重要な施設等が所在する建物の水密化を図る。 

・通信機器などを防水性能のある格納設備などに収納する。 

・消防車両等を浸水のおそれのない場所に移動するための作業手順を定め、

それを確認するため訓練を年１回以上実施するとともに、必要に応じて作

業手順の見直しを行う。 

 

 

とりまとめ・公表方法 

評価指標：①移設を実施した事業所数 ・箇所数 

＋ ①以外の対策を実施した事業所数・箇所数 

※ 対策の概要を紹介する 

 

 

 

 

 

発電機 
浸水深 

発電機など防災上重要な施設を想定される浸水深以上の場所に移設 
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③ 小規模タンクの漂流対策 

取組みの概要 

○貯蔵量が 100kL以上 500kL未満の危険物タンクについて、一定量以上の

貯蔵物を常時保管しておくことで自重を大きくして、津波の波力や浮力によ

ってタンクが移動することを防止する。 

 

○管理油高（下限値）の見直し以外の方法により、津波の波力や浮力によって 

タンクが移動することを防止する。 

対策例 

○管理油高（下限値）を見直す。 

 また、倉庫業を営む事業所の場合、管理油高（下限値）以上の高さでの運用

について、利用者に協力を要請、承諾を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

○管理油高（下限値）の見直し以外の対策 

対 策 代替措置の内容 

防油堤の設置 
津波の波力に対する耐力を有し、津波高さ以上の防油堤を

設置する。 

タンク注水 
津波が想定されるとき、滑動等が発生しない管理油高まで

注水する。 

他のタンクからの内容

物の移送 

予め移送能力などの計算を行い、地震による配管の破損・

危険物の漏えいがないことを確認後、近隣のタンクから内

容物を移送できるようにする。 

アンカー等による固定 

タンクをアンカー等で固定する（津波に対する強度計算が

されている場合に限る） 

 

 

とりまとめ・公表方法 

評価指標：①管理油高を見直したタンク数  ＋ ①以外の対策実施タンク数 

※ 対策の概要を紹介する 

 

津波 津波 

津波で移動 津波で移動しない 

危険物タンク 

危険物 

危険物タンク 

危険物 

⾒直し 

消防庁において、滑動対策等の検討がされており、 

その成果を考慮する 
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④ 有害な化学物質の漏えい等に備えた初動体制の整備 

取組みの概要 

○有害な化学物質の漏えい等により、大気や水域に拡散し、周辺地域に影響を

及ぼすことへの対応として、速やかにその状況を把握し、対処するための初

動体制を配備する。 

対策例 

特定事業所で取り扱う有害な化学物質のうち人への健康影響のある化学物質

を対象とする。 

（対象物質の選び方） 

SDSシートの「危険有害性の要約」に以下のラベルが表示されているもの 

 

 ○有害な化学物質の漏えいによる大気・水域への拡散による健康被害のおそれ

を定性的または定量的にリスクアセスメントを実施する。 

○「おそれあり」と評価された場合、以下の初動体制を整備する。 

・敷地境界での当該ガスの検知のための定置式検知設備又は検知管による手動

測定の実施等、状況などを把握できる体制。 

 

 

 

・漏えい等に備え、初期対応にあたる可能性のある作業員に対して、保護具を配

付している。もしくは、保護具の設置箇所を定め、作業員教育により周知を徹

底している。 

 

・毒性ガス等の漏えいにより、近隣事業所等への影響が懸念される場合、広報措

置や地元市への広報の要請について、マニュアル化されている。 

 

絵

表

示 
    

急性毒性 健康有害性 感嘆符 腐食性 

概 

要 

急性毒性（区分

1-3） 

呼吸器感作性、生殖細胞変異

原性、発がん性、生殖毒性、

特定標的臓器・全身毒性（単

回ばく露）（区分 1－2）、特定

標的臓器・全身毒性（反復ば

く露）、吸引性呼吸器有害性 

急性毒性（区分 4）、皮膚腐

食性・刺激性（区分 2）、眼

に対する重篤な損傷・眼刺

激性（区分 2A）、皮膚感作

性、特定標的臓器・全身毒性

（単回ばく露）（区分 3） 

皮膚腐食性・刺激

性（区分 1A-C）、

眼に対する重篤

な損傷・眼刺激性

（区分 1） 

とりまとめ・公表方法 

評価指標：対策実施事業所数等 

※ 対策の概要を紹介する 

 

検知管による測定 



- 11 - 
 

⑤ 協力会社や一時的な作業員増を考慮した津波避難計画の見直し 

 

取組みの概要 

○常駐する協力会社従業員を含めた避難場所の確保及び避難訓練の実施 

○定期修理等により一時的（１か月以上など）に作業員が増加する場合に対応 

 した避難場所の確保又は避難経路等避難方法の周知の徹底 

○津波避難計画の実効性の定期的な検証と見直し 

 

対策例 

○常駐する協力会社従業員の避難場所の確保及び避難訓練の実施 

・協力会社従業員の避難場所を、自社内従業員と同様に、本館３階に確保 

・自社内従業員と別棟の避難場所を確保 

 

○作業員が増加する場合に対応した避難場所の確保又は避難経路等避難方法

の周知及び訓練の実施 

・一時的な作業員増に備え、事務所棟屋上に避難場所を確保済 

・市指定の津波避難ビルや、広域避難場所及びそこに行くための水平避難の

経路等を受入講習又は文書等により周知 

・自社内に避難場所を確保することが困難で、津波の到達に時間的余裕がな

い場合、津波による堆積物や液状化等により道路の通行が困難で水平避難

できない場合に、近隣の事業所の避難場所に必要人数分の避難場所を確保

済 

・協力会社従業員を含めた訓練を実施。 

 

○計画の実効性の検証と見直し 

 ・訓練結果等を踏まえ、計画を定期的に見直す。 

 

とりまとめ・公表方法 

評価指標：対策実施事業所数 

※ 対策の概要を紹介する 
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⑥ L2（想定最大規模）の高潮（地震・津波を除く）に備えたソフト対策 

 

取組みの概要 

○想定し得る最大規模の高潮に備え、可能な限りの事前移設、BCP等業務継続

に係る規程の見直し等のソフト対策を行う。 

 

対策例 

○BCP 等に想定し得る最大規模の高潮の発生を予想される段階での事前の措

置を盛り込む。 

・台風の直撃が予想されている場合、その 72時間前から体制の検討を行い、

24時間前までに、緊急警戒体制の検討等の準備を終える。 

（大阪府が発令する「災害モード宣言」も

参考とする。） 

 ・予想される最接近の時期までに、十分に   

余裕を持ったうえで、電気設備や、通報 

設備、システム設備等を可能な限り事 

前移設する。 

 ・施設内の内容物入りの容器やドラム缶  

の流出防止措置を行う。 

  ・駐車場から敷地外への車両の流出防止 

措置を行う。 

 ・自社内全職員の「おおさか防災ネット」  

や「Yahoo!防災速報アプリ」の登録 

を必須とする。 

○BCP等に大型台風の高潮に備えたソフト対策を盛り込む。 

 

※想定最大規模の高潮高さは「高潮浸水想定区域図」（大阪府、令和２年８月５日公表）を参照

URL: https://www.pref.osaka.lg.jp/kowan/bousai-kikikanri/takashioshinsuisoute.html） 

 

とりまとめ・公表方法 

評価指標：対策実施事業所数 

※ 対策の概要を紹介する 

 

 

 

Ｌ２⾼潮で想定する台⾵の経路 

https://www.pref.osaka.lg.jp/kowan/bousai-kikikanri/takashioshinsuisoute.html
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⓻ 近隣事業所等への情報共有の強化、事故時の広報・連絡手段の整備 

【事例収集・水平展開】 

 

取組みの概要 

○事故等発生時における近隣事業所、関係行政機関、一般地域等への広報・連絡

手段を見直し、複数の手段の確保を進める。 

 

対策例 

○近隣事業所や一般地域に向けた連絡手段の確保 

近隣事業所や関係行政機関への緊急連絡リストは必ず備えるものとする。 

 それに加えて、以下のうち、複数の手段を確保している。 

 

・関係事業所等による同報無線通信の確保 

・衛星電話等、固定電話や携帯電話が通信規制と        

なった場合でも影響を受けにくいもの 

・敷地外向けスピーカー 

・広報車 

・拡声器（近隣事業所に伝達可能なもの） 

・サイレン等吹鳴装置（近隣事業所が聞き取る 

ことができるもの）  

・ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）によるオンライン連絡 

・ホームページ・SNSでの広報マニュアルの整備 

 

 などの広報の目的を果たせるもの。 

 

 ○定期的な訓練を実施し、適正に連絡が行えることを確認する。 

 

とりまとめ・公表方法 

評価指標は設定しない。 

 

※ 対策の概要を幅広く収集し、なるべく多くの事例を紹介する。 
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⑧ プラント保安等における IoT ・AIの利活用【事例収集・水平展開】 

 

取組みの概要 

○プラントや危険物施設の保安対策のための IoT ・AIの積極的な利活用 

 

対策例 

○運転保安・設備保全の高度化及び効率化を志向した IoT・AI等の導入 

 

 ・保温材下配管外面腐食（CUI）予測モデルの活用 

・すでに蓄積されている計測データをビッグデータ化し、システム内に組み 

込み解析させることで、非定常状態を予兆検知するシステムの導入 

・調節弁へのスマートバルブの導入により稼働状態を可視化し、保安管理 

を高度化するとともに交換周期を最適化 

 ・事業所内の危険区域について、詳細リスク評価※により 

再設定、非防爆エリアを拡大し、タブレット等 IoT機器 

を点検等に活用（携帯式ガス検知器を携行） 

※ JIS_C60079-10:2008,IEC60079-10-1:2015

等に準拠 

・ドローンの活用により人の立入が困難な場所や上空 

からの視認及び画像撮影により点検等に活用 

※航空法に基づく許可・承認を得て、「プラントにおける

ドローンの安全な運用方法に関するガイドライン Ver2.0」（石油コンビナ

ート等災害防止３省連絡会議）等を遵守し飛行を実施 

  ・実プラントを３Ｄプラントモデル化し、設備・運転 

データや腐食シミュレータと連携し活用 

  ・音響データを用いた異常検知（可聴域外を含む装置音データのディープラ

ーニングによる装置異常検知） 

  ・スマートフォンを利用した現場画像の配信 

 

  その他、「異常」状態として定義される範囲内の事象について、報告内容 

  をデータ化し、一覧表にまとめてキーワード検索できるようにした、など 

  高度なシステムにこだわらず、幅広く可能なところから取り組んでいく。 

 

とりまとめ・公表方法 

評価指標は設定しない。 

※ 対策の概要を幅広く収集し、なるべく多くの事例を紹介する。 
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（参考３）緊急遮断弁設置に係る評価の考え方 

 

パターン 図 進捗状況の評価 

（１）すべて設置済  

 

 

 

 

◎設置済 

（２）一部設置、 

残り代替措置済 

 

 

 

 

 

○一部設置・代替措置済 

（３）一部設置済 

（残り未対策） 

 

 

 

 

 

△一部設置 

 済 

⇒残りの箇所の対策を 

促進 

（４）未設置、 

代替措置済 

 

 

 

 

 

△代替措置済 

（５）未対策  

 

 

 

 

×未対策 

⇒対策を促進 

 

○タンクに接続する主要な配管等について 

 消防庁通達（平成 10年３月 20日 消防危第 31号）に基づき、以下に該当するものを主

要な配管として取り扱う。 

 

 ＜対象とする配管＞ 

① 危険物の受け払い配管 

② 危険物をミキシングするための配管 

③ バイパス配管、リターン配管 

④ その他危険物を移送するためのすべての配管 

 

 ＜対象としない配管＞ 

  ① 受入専用配管とタンク結合部分の直近に逆止弁が設置され、配管が破断した場合 

タンク 

タンク 

○代  ○代  

タンク 

タンク 

タンク 

○代  ○代  
○代  
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においても、タンクから配管側に流れ得ない構造のもの。 

② タンク屋根部など、タンクの最高液面より上部の位置から配管が出ており、配管が 

破断した場合においても、タンクから配管側に流れ得ない構造のもの。（単に、配管 

が屋根部など、液面より上部の位置にあるだけのものは該当しない。） 

③ 水切り配管等、操作頻度が少ない配管であって使用時に係員がバルブ直近に配置 

され、緊急時に速やかに閉止操作が確実に行い得るもの。 

④ 電動弁（コントロール弁等）の自動バルブで予備動力源が確保されているもの。 

ただし、遠隔操作を行う場所が防油堤外であり、かつ、予想される危険物の大量 

流出に対して十分に安全な場所であること。 
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（参考４）重点項目における代替措置等の取組事例 

 

重点項目 № 取組事例 

１ 緊急遮断弁の 

設置 
1-1 代替措置の有効性の確認 ― 元弁の手動閉止訓練の実施 

４ 有害な化学物質 

の漏えい等に 

備えた初動体制 

の整備 

4-1 リスク評価に関係した様々な取組み 

５ 津波避難計画の 

見直し 

5-1 協力会社を含めた定期的な避難訓練 

5-2 津波による浸水を想定した避難場所の見直し 

６ L2高潮に備えた 

ソフト対策 
6-1 台風の直撃が予想される場合の危険物流出防止対策 

７ 近隣事業所等へ 

の情報共有の強 

化、事故時の広 

報・連絡手段の整 

備 

7-1 事故時の連絡手段の整備と定期的な点検 

7-2 同業種事業所と防災協定を締結  

7-3 近隣事業所との防災訓練の相互参加及び情報共有 

８ プラント保安等 

における IoT・AI 

の利活用 

8-1 
センサー設置による配管腐食率評価や回転機の異常信号の

捕捉 

8-2 
点検時等のタブレット使用及びオートオペレーション化の

推進 

その他防災・減災に関

する取組み 

① 

・防災資材の見直し 

・防災要員の夜間通報訓練の実施 

・AEDの増設及び使用訓練の実施 

② 
倉庫等の新設時の際は、減震機構の取入れ等、災害に強い設

備の導入 
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【１－１】緊急遮断弁の設置（代替措置） 

 

概 要 代替措置の有効性の確認 ― 元弁の手動閉止訓練の実施 

対策の状況 

・元弁開放タンクの全閉訓練を実施 

・開放中のタンク全ての元弁を 10 分以内で閉止でき、代替措置の有効性を確認し

た。 

・訓練を年 1回以上継続実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考  

 

 

【４－１】有害な化学物質の漏えい等に備えた初動体制の整備 

 

概 要 リスク評価に関係した様々な取組み 

対策の状況 

・全ての化学物質について SDS 管理を行っており、５年ごとに評価を見直して

いる。 

・シナリオベースのリスクアセスメントを実施。 

その発災シナリオに基づいた訓練の実施。 

・定置式検知設備を有しているが、 

必要に応じて検知管により手動測定も実施している。 

・行政機関、近隣事業所、近隣住民への 

連絡体制が明確になっており、手順化されている。 

備 考  

 

 

タンク 
タンク 

タンク 

タンク 

タンク 
タンク 

タンク 

タンク 

開放中タンク全て  

10分以内で元弁閉止完了 
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【５－１】協力会社や一時的な作業員増を考慮した津波避難計画の見直し 

 

概 要 協力会社を含めた定期的な避難訓練 

対策の状況 

 自社従業員、関係会社、協力会社、 

来客を含めた避難訓練を実施。 

備 考  

 

 

【５－２】協力会社や一時的な作業員増を考慮した津波避難計画の見直し 

 

概 要 津波による浸水を想定した避難場所の見直し 

対策の状況 

津波による浸水により、構内の最大人員が数日間移動できないことを前提に

した避難場所の見直しを実施。 

 避難場所は、一人当たり２㎡を確保。 

備 考  

 

 

【６－１】L2（想定最大規模）の高潮（地震・津波を除く）に備えたソフト対策 

 

概 要 台風の直撃が予想される場合の危険物流出防止対策 

対策の状況 

 台風の進路予想を気象庁などから入手し、暴風雨圏内に入るおそれがある場

合には、対策会議を実施する。 

 被害が予想される場合は入出庫を中止したうえで、内容物入りのドラム缶は

倉庫内に保管し、扉・シャッターを閉めることで施設外への流出を防止してい

る。 

＜通常時＞             ＜台風接近時＞ 

備 考  
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【７－１】近隣事業所等への情報共有の強化、事故時の広報・連絡手段の整備 

 

概 要 事故時の連絡手段の整備と定期的な点検 

対策の状況 

 事故時の連絡手段として、衛星電話や拡声器を所有している。 

訓練時に、衛星電話の通話テスト等を実施し、連絡に使用する機器が健全であ

ることを定期的に確認している。 

備 考  

 

 

【７－２】近隣事業所等への情報共有の強化、事故時の広報・連絡手段の整備  

 

概 要 同業種事業所と防災協定を締結 

対策の状況 

 取扱っている物質の性質上、セキュリティーを考慮して同業種の事業所と防

災協定を締結している。 

 災害発生時の連絡体制の構築及び消火活動、合同避難について規定しており、 

コミュニケーションが取れる関係性を維持している。 

備 考  
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【７－３】近隣事業所等への情報共有の強化、事故時の広報・連絡手段の整備  

 

概 要 近隣事業所との防災訓練の相互参加及び情報共有 

対策の状況 
 近隣事業所の防災訓練に相互で参加し、定期的に情報共有を実施する。 

備 考  

 

【８－１】プラント保安等における IoT・AIの利活用 

 

概 要 センサー設置による配管腐食率評価や回転機の異常信号の捕捉 

対策の状況 

・配管に設置したセンサーにより肉厚データを連続取得し、腐食率の評価等に

活用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・タンクエリアの回転機類（ポンプ、タンクミキサー）の異常を早期に発見す

るため、回転機の振動、温度を測定するセンサーを設置。モニタリングを開

始後、数基で異常信号を捉えたため、補修を実施。当該データを活用した予

知保全モデルの構築に向けて検討中(※)。 

 

 

 

備 考  

※AIによる予知保全を試行中。 
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【８－２】プラント保安等における IoT・AIの利活用 

 

概 要 点検時等のタブレット使用及び非定常作業の自動化推進 

対策の状況 

・タブレットを使用して、操業記録・点検を実施している。タブレットからは、

過去データの確認や装置の手順書等を確認できるようにした。 

・エアリークビューアーで目視や聴覚で感知できない漏れをチェックしてい

る。 

・非定常作業の自動化に向けて、運転支援自動化パッケージを導入。装置起動

停止の一部自動化を実施した。 

 

備 考  

 

 

【その他防災・減災に関する取組み①】 

 

概 要 

・防災資材の見直し 

・防災要員の夜間通報訓練の実施 

・AEDの増設及び使用訓練の実施 

対策の状況 

 

備 考  
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【その他防災・減災に関する取組み②】 

 

概 要 倉庫等の新設時の際は、減震機構の取入れ等、災害に強い設備の導入 

対策の状況 

 

備 考  

 

 

 


